民間投資活性化等のための税制改正大綱

その基本的な考え方とポイント
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経済取引においては、取引の当事者間に必ずといっていいほど力関係の強弱があります。たいていの場合は発注側が強く、受注側が弱いという関係です。この力関係は、発注者の会社規模が大きければ大きいほど、また、発注する商品やサービスの規模・数量が大きくなればなるほど極端になります。

さて、今年の１０月１日、政府は来年４月１日に消費税率を、現行の５％から８％へ引き上げることを決定しました。

現在、一時期に比べてデフレが解消していると言われていますが、依然として多くの業界で価格競争が厳しく、これにより疲弊している企業は少なくないでしょう。そこへ今回の増税が圧し掛かります。懸念されているのは、立場の弱い下請けの中小零細企業に対し、立場の強い発注業者が増税分の価格転嫁を認めず、これまでの納入価格を維持するよう圧力をかけるのではないか、という点です。

このような事態が起きることを防止するため、10月１日には「消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法」が施行されました。また公正取引委員会は、同法の考え方をガイドラインとしてまとめ、発表しています。

「消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法」（以下、転嫁法）は、消費税の円滑かつ適正な転嫁を確保するため、次に掲げる４つの措置を実施することとしています。

　ガイドラインでは、上記の特別措置について、どのような行為が問題となり、どのような行為が問題とならないのか、具体的に示されました。併せて、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（以下、独占禁止法）」や「下請代金支払遅延等防止法（下請法）」上、どのような行為が問題となるのかについても明示されています。

　
転嫁法では、商品・サービスを供給する会社のうち一定のものを「特定供給事業者」、商品・サービスの提供を受ける会社、いわば発注者側の企業のうち一定のものを「特定事業者」と定義。特定事業者が、平成26年４月１日以後に特定供給事業者から受ける商品・サービスに関して、消費税の転嫁拒否などを行うことが禁止されています。
（１）特定事業者
　転嫁法で規定された特定事業者とは、次の①、②に示す事業者のことを指します。
①大規模小売事業者

　大規模事業者とは、一般消費者が日常生活の中で使用する商品を販売する小売業者のうち、以下の2つの条件のいずれかを満たしているものです。
	要件①
	前事業年度の売上高（特定連鎖化事業を行う者にあっては、当該特定連鎖化事業に加盟する者の売上高を含む）が100億円以上。

	要件②
	次に掲げるいずれかの店舗を有する者

(a) 東京都の特別区の存する区域及び地方自治法第252条の19第1項の指定都市の区域内にあっては、店舗面積（小売業を行うための店舗の用に供される床面積をいう。以下同じ）が3000平方メートル以上の店舗
(b) 前記(a)に掲げる市以外の市及び町村の区域内にあっては、店舗面積が1500平方メートル以上の店舗


②資本金・出資金の総額３億円以下の事業者から継続して商品・サービスを受けるもの
ここでいう「継続して」に該当するか否かは、取引の回数、取引の間隔、取引される商品や役務の性質、取引に関する商慣習など、様々な事情を総合的に勘案して個別の事案ごとに判断されます。

また、「継続して」とは事業者間に継続的取引関係がある場合を指しており、個別の商品ごとに継続的取引関係が必要となるものではありません。
（２）特定供給事業者
「特定供給事業者」とは、特定事業者に継続して商品・サービスを供給する事業者です。前項①の大規模小売事業者に継続して商品・サービスを供給する事業者は、資本金や出資の額の大小にかかわらず、全て「特定供給事業者」に該当します。

一方、前項②の特定事業者（資本金の額又は出資の総額が３億円以下の事業者や個人事業者等から継続して商品又は役務の供給を受けるもの）に継続して商品・サービスを供給する事業者については、資本金や出資の総額が３億円を超える場合は特定供給事業者に該当しません。

なお、「特定供給事業者」とは、単に店舗で販売するための商品を納入する業者だけでなく、例えば、大規模小売事業者が店舗で使用する什器等の納入業者、店舗の清掃業者なども含まれます。
（３）転嫁法の施行日以前の契約に関する取扱い
消費税率引き上げの施行日である平成26年４月１日以後の商品・サービスの供給については、同日以前に取引条件の交渉を行うことが一般的であると考えられます。

そこで、特定事業者が同日以前に消費税の転嫁拒否などを行った場合に、その行為が、転嫁法の施行日（平成25年10月１日）以後に行われ、かつ、平成26年４月１日以後に供給を受ける商品・サービスに関するものであれば、違反として取り扱われます。

■違反となるケースの例示
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図のように、平成25年10月１日から平成26年３月３１日までの間に、特定事業者が特定供給事業者に対して、平成４月１日以後に供給を受ける商品に関して消費税率引上げ分の値上げを受け入れる代わりに、自己が指定する商品を購入させた場合、転嫁法に違反するものとして扱われます。

　特定事業者が、特定供給事業者に対して減額行為を行う事を禁じています。この「減額」とは、「商品又は役務の対価の額を減じ（ることにより）特定供給事業者による消費税の転嫁を拒むこと」と定義されています。
　分かりやすく言えば、既に取り決められた取引価格（税込価格）があるにもかかわらず、事後的にその取引価格を減額して支払う事です。
例えば、税抜価格100円の商品について、消費税率引き上げ後の対価を108円として契約したにもかかわらず、支払段階で消費税率引上げ分の３円を減額し１０５円しか支払わない場合がこれに該当します。
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■問題となる行為の例示


　ただし、次に示すような理由がある場合は、転嫁法上の「減額」に該当しないものとして認められます。



　特定供給事業者に対して「買いたたき」行為を行う事が禁じられています。ここでいう「買いたたき」とは、「商品若しくは役務の対価の額を当該商品若しくは役務と同種若しくは類似の商品若しくは役務に対し通常支払われる対価に比し低く定めることにより、特定供給事業者による消費税の転嫁を拒むこと」と定義されています。
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例えば、消費税率引上げに際して、本体価格が100円の商品について、消費税率引上げ後の対価を105円のまま据え置く場合などがこれに該当します。
■問題となる行為の例示



転嫁法上の「商品購入、役務利用又は利益提供の要請」とは、消費税の転嫁を受け入れる代わりに、自己の指定する商品を購入させ、若しくは自己の指定する役務を利用させ、又は自己のために金銭、役務その他の経済上の利益を提供させることです。
■問題となる行為の例示



転嫁法上の「本体価格での交渉の拒否」とは、「商品又は役務の供給の対価に係る交渉において消費税を含まない価格を用いる旨の特定供給事業者からの申出を拒むこと」と定義されています。
　具体的には、特定供給事業者が本体価格で交渉することを申し入れた場合はもちろん、本体価格と消費税額を別々に記載した見積書等を提示するなど、本体価格での価格交渉を希望する意図が認められる場合も該当します。なお、「申出を拒む」とは、以下に示すようなものです。
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転嫁法上の「報復行為」とは、「特定供給事業者が公正取引委員会、主務大臣又は中小企業庁長官に対しその事実を知らせたことを理由として、取引の数量を減じ、取引を停止し、その他不利益な取扱いをすること」と定義されています。
　仮にこのような報復行為が行われたとしても、立場の弱い中小事業者が事実を公正取引委員会に申し出ることや、調査に積極的に協力することは難しいと考えられるため、報復行為が発覚した場合には勧告が実施されると共に、社名が公表されます。

これまでに挙げた様々な転嫁拒否行為に対しては、公正取引委員会、主務大臣及び中小企業庁長官が次のような指導・勧告を行うこととされています。
■違反行為に対する措置

　なお、転嫁法上、報復行為は「消費税の円滑かつ適正な転嫁を阻害する重大な事実」とされており、そのような行為が認められた場合には勧告および社名が公表されます。
転嫁法は平成29年３月31日に失効しますが、失効後であっても、失効前に行われた違反行為については指導の対象となります。


　転嫁法では、税率引上げ分の転嫁を拒否することについて細かに禁止事項が定められました。ただし、これらに該当しなければ「全て問題なし」というわけではありません。これ以外にも、「優越的地位の濫用等」として独占禁止法違反や下請法違反となるケースがあります。反対に、転嫁法と独占禁止法のいずれにも違反しているケースも考えられますが、このときには転嫁法が優先して適用されます。

通常、独占禁止法に対する違反行為が発覚すると、排除措置命令、課徴金納付命令などの行政処分が下されますが、転嫁法による勧告に従った場合、これらの処分重ねて適用されることはありません。一方で、勧告に従わなかった場合は、独占禁止法上の排除措置命令、課徴金納付命令が適用されます。つまり、独占禁止法違反に対しては直ちに排除措置命令、課徴金納付命令の対象となるところ、「消費税率の引上げ」という特殊な事情に考慮し、転嫁法に基づいた「勧告」という“ワンクッション”を置くという訳です。

同業者間で商品の価格等について取り決めを行うことで競争を制限する、いわゆる「カルテル」の締結は、独占禁止法で禁止されています。

　しかし今回、転嫁拒否に対する抑止力として、増税分を価格へ上乗せする事、上乗せによって生じる端数の計算方法などについてカルテルを締結することが認められました。業界全体の取り決めとして消費税を転嫁していれば、大企業側も転嫁拒否することは難しいだろう、という訳です。

　また併せて、税率引上げ後の価格表示を統一する事についてカルテルを締結することが認められました。

　
公正取引委員会へ届出を行う事により、事業者間で価格に関して次のような取り決めを行うことができます。

　このカルテルは、市場における価格形成力が弱い中小事業者に配慮して認められたものであるため、実施企業に関していくつか要件があります。


　このカルテルでは、税率引上げ分を転嫁することについて決定することは認められているものの、本体価格や税込価格を具体的に決定すること、全商品の価格を一律で引き上げることなどは認めていません。また、税率引上げ分と異なる額を転嫁する行為、例えば「税込価格を７％引き上げる」といった事を決定することも禁止されています。

　消費税の表示カルテルとは、消費税率引上げ後の販売価格について、事業者間で統一的な表示方法を取り決めるものです。転嫁カルテルが主に中小事業者を対象としていたのに対して、表示カルテルはすべての事業者・事業者団体に認められています。
　表示カルテルによって取り決められる項目は、次のようなものです。
■表示カルテルで認められる取り決め事項

　表示カルテルを実施するに当たっては、特に届出を行う必要はありません。しかし、形式上は表示方法を決定するものであっても、その中に転嫁の方法に関する取り決めが含まれているような場合は、転嫁カルテルとしての届出を行わなければなりません。
　例えば、「税率引上げ分を引上げ前の対価に上乗せした結果生じる端数について、切上げ処理して税込価格を表示する」という取り決めを行ったとします。この取り決めは一見すると価格表示に関するものですが、「切上げ処理」という転嫁カルテルに盛り込まれるべき内容に言及しているため、届出をしなければなりません。



　現在、消費者に対して商品・サービスを提供する事業者が価格を表示する場合、税込価格を表示しなければなりません。これを総額表示義務といいます。
　消費税率の引き上げに際して、この総額表示義務が事業者の事務負担となることが懸念されていました。例えば、税率が上がれば、当たり前ですが、税込価格も上がることになるので、事業者は値札を貼り替えなければなりません。販売する商品数の多い事業者にとってみれば、これは相当の事務負担になります。

そこで、平成25年10月1日から同29年3月31日までの間、消費者に誤認されない表示であることを条件に、税抜価格を表示することが認められます。

　この特例の適用に当たっては、税抜価格や旧税率に基づいた価格表示であることを明示することが必要です。例えば、次のような場合については、消費者に誤認される恐れがあるため税抜表示は認められません。

■税抜価格の表示例

　また、税抜価格と税込価格を併記することも認められています。この場合、税込価格が見やすく、税抜価格が税込価格と誤認されないように表示するよう気を付けなければなりません。
　例えば、税込価格表示の文字が、税抜価格に比べて著しく小さい場合、消費者がこれを誤認する恐れがあるため問題があります。

転嫁法は、単に転嫁拒否行為について禁止するのではなく、転嫁を阻害する可能性のある様々な表示について、次のように事業者の遵守事項を定めています。


　消費税は、最終消費者が負担し、事業者が納付する税金です。そのため、あたかも事業者が消費税を負担しているかのような誤認を与える広告・宣伝は禁止されます。加えて、納入業者に対する買いたたきや、競合小売事業者の消費税転嫁を阻害する恐れのある表示についても同様に禁止されます。

　この規定の対象となるのは、中小企業を含むすべての事業者です。また、ここでいう「表示」には、商品の包装や容器、チラシ、ネオンサイン、インターネット広告等はもちろん、セールストークなど口頭による広告も含まれるので注意が必要です。
　なお、違反行為があると認められたときは、消費者庁による勧告が行われるほか、違反があったことについて公表されます。
■禁止される表示の具体例
①消費税を転嫁していない旨の表示

②消費者が負担すべき消費税額の全部または一部を価格から値引きする旨の 表示であって、消費税との関連を明示しているもの

③消費税に関連して消費者に経済上のサービスを提供する旨の表示

■禁止されない表示の具体例


消費税税率引き上げに伴う
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転嫁法違反





「減額」の禁止
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転嫁法違反





税込価格から、消費税率引上げ分の全部又は一部を減額する


既に支払った消費税率引上げ分の全部又は一部を、次回取引時に減額する


本体価格に消費税額分を上乗せした額を商品の対価とする旨契約していたにもかかわらず、支払い時に、消費税率引上げ分の全部又は一部を対価から減額する


リベートを増額する又は新たに提供するよう要請し、当該リベートとして消費税率引上げ分の全部又は一部を対価から減額する


消費税率引上げ分を上乗せした結果、計算上生じる端数を対価から一方的に切り捨てて支払う





商品に瑕疵がある場合や、納期に遅れた場合など、特定供給事業者の責めに帰すべき理由により、相当と認められる金額の範囲内で対価の額を減じる場合


一定期間内に一定数量を超えた発注を達成した場合には、特定供給事業者が特定事業者に対して、発注増加分によるコスト削減効果を反映したリベートを支払う旨の取決めが従来から存在し、その取決めに基づいて、取り決められた対価の額から事後的にリベート分の額を減じる場合





「買いたたき」の禁止
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転嫁法違反





税込価格を一律に一定比率で引き下げ、消費税率引上げ前の税込価格に、消費税率引上げ分を上乗せした額よりも低い対価を定める場合


原材料費の低減等の状況の変化がない中で、消費税率引上げ前の対価に消費税率引上げ分を上乗せした額よりも低い対価を定める場合


安売りセールを実施することを理由に、大量発注などによるコスト削減効果など合理的理由がないにもかかわらず、取引先に対して値引きを要求し、消費税率引上げ前の対価に消費税率引上げ分を上乗せした額よりも低い対価を定める場合


免税事業者である取引先に対し、免税事業者であることを理由に、消費税率引上げ前の対価に消費税率引上げ分を上乗せした額よりも低い対価を定める場合


消費税率が２段階で引き上げられることから、２回目の引上げ時に消費税率引上げ分の全てを受け入れることとし、１回目の引上げ時においては、消費税率引上げ前の対価に消費税率引上げ分を上乗せした額よりも低い対価を定める場合


商品の量目を減らし、対価を消費税率引上げ前のまま据え置いて定めたが、その対価の額が量目を減らしたことによるコスト削減効果を反映した額よりも低い場合





「商品購入、役務利用又は利益提供の要請」の禁止





4








【利益供与の要請】


消費税率引上げ分の上乗せを受け入れる代わりに、取引先にディナーショーのチケットの購入、自社の宿泊施設の利用等を要請する場合


消費税率引上げ分の上乗せを受け入れる代わりに、本体価格の引下げに応じなかった取引先に対し、毎年定期的に一定金額分購入してきた商品の購入金額を増やすよう要請する場合


自社の指定する商品を購入しなければ、消費税率引上げに伴う対価の引上げに当たって不利な取扱いをする旨を示唆する場合





【利益提供の要請】


消費税率引上げ分の上乗せを受け入れる代わりに、消費税の転嫁の程度に応じて、取引先ごとに目標金額を定め、協賛金を要請する場合


消費税率引上げ分の上乗せを受け入れる代わりに、通常必要となる費用を負担することなく、取引先に対し、従業員等の派遣又は増員を要請する場合


消費税率引上げ分の上乗せを受け入れる代わりに、消費税率の引上げに伴う価格改定や、外税方式への価格表示の変更等に係る値札付け替え等のために、取引先に対し、従業員等の派遣を要請する場合


消費税率引上げ分の上乗せを受け入れる代わりに、取引先に対し、取引の受発注に係るシステム変更に要する費用の全部又は一部の負担を要請する場合


消費税率引上げ分の上乗せを受け入れる代わりに、金型等の設計図面、特許権等の知的財産権、その他経済上の利益を無償又は通常支払われる対価と比べて著しく低い対価で提供要請する場合





「本体価格での交渉の拒否」の禁止
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特定供給事業者が本体価格と消費税額を別々に記載した見積書等を提出したため、本体価格に消費税額を加えた総額のみを記載した見積書等を再度提出させる場合


特定事業者が、本体価格に消費税額を加えた総額しか記載できない見積書等の様式を定め、その様式の使用を余儀なくさせる場合





転嫁法違反





報復行為の禁止
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違反行為に対する措置
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転嫁を拒否した消費税額分を支払うこと


遡及的に消費税率引上げ分を対価に反映させること


転嫁と引換えに購入させた商品を引き取り、商品の代金を返還すること


役務の利用料又は提供を受けた利益を返還すること


消費税を含まない価格で価格交渉を行うこと


指導に基づいて採った措置を特定供給事業者に周知すること


違反行為の再発防止のための研修を行うなど社内体制の整備のために必要な措置を講じるとともに、その内容を自社の役員及び従業員に周知徹底すること


今後、転嫁拒否等の行為を繰り返さないこと





転嫁法と独占禁止法との関係
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消費税の転嫁および表示に関するカルテル
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消費税の転嫁カルテル
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本体価格に消費税額分を上乗せすること


消費税率引上げ分を上乗せした結果生じる端数の処理（切上げ、切捨て、四捨五入）





カルテルに参加する事業者の３分の２以上が中小事業者であること


事業者団体がカルテルを実施する場合、団体の構成事業者の３分の２以上が中小事業者であること（事業者団体の連合会で行われる場合には、傘下にある事業者団体の構成事業者の３分の２以上が中小事業者である）





消費税の表示カルテル
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税率引上げ後の価格について統一的な表示方法を用いること


見積書、納品書、請求書、領収書等について、消費税額を別枠表示するなど、表示方法に関する様式を作成し、統一的に使用すること


価格交渉を行う際に税抜き価格を提示すること





端数を切上げ処理して税込価格を表示する。





公正取引委員会への届出が必要





税率引上げ後は、税込価格を表示する。





届出の必要なし





消費税増税に伴う「表示」に対する考え方
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総額表示義務に関する特例
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平成25年10月1日からの価格表示





4,980円（税抜）





4,980円（税抜）





消費税率引上げ後の価格表示





４月１日に値札を変更しなくても対応できます





誤認防止のための表示が、レジの周辺でのみ行われている


誤認防止のための表示が、商品カタログの申込用紙だけに記載されている


インターネット通販のケースで、誤認販売のための表示が決済画面のみに記載されている。





4980円（税抜）





4980円（税別）





○○円（本体価格）





○○円　＋　消費税





消費税の転嫁を阻害する表示の禁止
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（事業者の遵守事項）


第８条 事業者は、平成26年４月１日以後における自己の供給する商品又は役務の取引について、次に掲げる表示をしてはならない。


一 取引の相手方に消費税を転嫁していない旨の表示


二 取引の相手方が負担すべき消費税に相当する額の全部又は一部を対価の額から減ずる旨の表示であって消費税との関連を明示しているもの


三 消費税に関連して取引の相手方に経済上の利益を提供する旨の表示であって前号に掲げる表示に準ずるものとして内閣府令で定めるもの





消費税は


転嫁しません





消費税は一部の商品にしか転嫁していません





消費税は


いただきません





消費税は


当店が負担します





消費税は


サービスします





消費税


還元セール





増税分は勉強させて頂きます





消費税８％


還元セール





消費税率の引上げ分をレジにて値引きします





消費税率上昇分値引きします





消費税相当分のお好きな商品１つを提供します





消費税相当分の商品券を提供します





消費税相当分、次回の購入に利用できるポイントを付与します





消費税増税分を後でキャッシュバックします





消費税との関連がはっきりしない「春の生活応援セール」、「新生活応援セール」


たまたま消費税率の引上げ幅と一致するだけの「３％値下げ」、「３％還元」、「３％ポイント還元」


たまたま消費税率と一致するだけの「10％値下げ」、「８％還元セール」、「８％ポイント進呈」





〒105-7110　東京都港区東新橋1-5-2 汐留シティセンタービル10階


TEL：03-3569-0968　FAX：03-6215-9218


e-mail：info@bmc-net.jp


http://www.bmc-net.jp/index.shtml








